
【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 19,916,654   固定負債 10,298,341

    有形固定資産 17,480,278     地方債等 6,608,201

      事業用資産 6,636,801     長期未払金 -

        土地 2,170,215     退職手当引当金 569,426

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 3,120,714

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 791,488

        建物 9,187,071     １年内償還予定地方債等 386,423

        建物減価償却累計額 -5,336,598     未払金 326,058

        建物減損損失累計額 -     未払費用 2,098

        工作物 1,109,174     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -574,399     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 53,242

        船舶 -     預り金 22,677

        船舶減価償却累計額 -     その他 990

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 11,089,829

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 21,077,756

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -9,741,010

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 81,235

        その他減価償却累計額 -4,062

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 4,165

      インフラ資産 10,332,389

        土地 1,325,953

        土地減損損失累計額 -

        建物 728,271

        建物減価償却累計額 -305,964

        建物減損損失累計額 -

        工作物 16,402,418

        工作物減価償却累計額 -7,902,853

        工作物減損損失累計額 -

        その他 238

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 84,327

      物品 1,014,215

      物品減価償却累計額 -503,126

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 97,336

      ソフトウェア 57,010

      その他 40,326

    投資その他の資産 2,339,040

      投資及び出資金 556,818

        有価証券 -

        出資金 362,685

        その他 194,133

      長期延滞債権 64,297

      長期貸付金 63,599

      基金 1,639,466

        減債基金 350,492

        その他 1,288,974

      その他 26,738

      徴収不能引当金 -11,878

  流動資産 2,508,641

    現金預金 896,247

    未収金 383,821

    短期貸付金 19,019

    基金 1,142,083

      財政調整基金 1,142,083

      減債基金 -

    棚卸資産 441

    その他 68,606

    徴収不能引当金 -1,576

  繰延資産 1,279 純資産合計 11,336,746

資産合計 22,426,575 負債及び純資産合計 22,426,575

連結貸借対照表
（令和2年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：千円）

    資産売却益 600

    その他 -

純行政コスト 4,515,255

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 40

  臨時利益 600

  臨時損失 1,632

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 1,592

    使用料及び手数料 285,260

    その他 -57,687

純経常行政コスト 4,514,223

      社会保障給付 365,911

      その他 708

  経常収益 227,573

        その他 37,907

    移転費用 2,081,536

      補助金等 1,793,949

      その他の業務費用 108,501

        支払利息 65,599

        徴収不能引当金繰入額 4,995

        維持補修費 162,382

        減価償却費 662,652

        その他 4,271

        その他 94,965

      物件費等 1,735,879

        物件費 906,574

        職員給与費 650,499

        賞与等引当金繰入額 53,496

        退職手当引当金繰入額 16,919

  経常費用 4,741,795

    業務費用 2,660,259

      人件費 815,879

連結行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 14,181,654 19,004,290 -4,822,636 -

  純行政コスト（△） -4,515,255 -4,515,255 -

  財源 4,472,862 4,472,862 -

    税収等 2,917,401 2,917,401 -

    国県等補助金 1,555,461 1,555,461 -

  本年度差額 -42,392 -42,392 -

  固定資産等の変動（内部変動） 1,697,194 -4,898,784

    有形固定資産等の増加 5,601,635 -5,601,635

    有形固定資産等の減少 -3,870,975 669,385

    貸付金・基金等の増加 323,414 -323,414

    貸付金・基金等の減少 -356,880 356,880

  資産評価差額 -33 -33

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 115,147 101,437 13,710 -

  その他 283,959 274,867 9,092

  本年度純資産変動額 -2,844,909 2,073,466 -4,918,374 -

本年度末純資産残高 11,336,746 21,077,756 -9,741,010 -

連結純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目 合計

省略



【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 22,695

本年度歳計外現金増減額 -641

本年度末歳計外現金残高 22,055

本年度末現金預金残高 896,247

財務活動収支 455,544

本年度資金収支額 204,030

前年度末資金残高 655,531

比例連結割合変更に伴う差額 14,632

本年度末資金残高 874,193

    地方債等償還支出 407,129

    その他の支出 1,333

  財務活動収入 864,007

    地方債等発行収入 562,799

    その他の収入 301,209

    資産売却収入 -730

    その他の収入 49,971

投資活動収支 -805,491

【財務活動収支】

  財務活動支出 408,463

    その他の支出 2,457

  投資活動収入 472,186

    国県等補助金収入 69,665

    基金取崩収入 335,275

    貸付金元金回収収入 18,005

  投資活動支出 1,277,677

    公共施設等整備費支出 639,960

    基金積立金支出 319,629

    投資及び出資金支出 311,581

    貸付金支出 4,050

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 40

  臨時収入 -

業務活動収支 553,976

【投資活動収支】

    税収等収入 2,851,759

    国県等補助金収入 1,387,534

    使用料及び手数料収入 194,998

    その他の収入 -57,706

  臨時支出 40

    移転費用支出 2,080,101

      補助金等支出 1,792,514

      社会保障給付支出 365,911

      その他の支出 708

  業務収入 4,376,586

    業務費用支出 1,742,468

      人件費支出 792,304

      物件費等支出 946,669

      支払利息支出 65,022

      その他の支出 -61,526

連結資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 3,822,569

省略



2022/11/2

１　重要な会計方針
(1)　有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
　①　有形固定資産………………………………取得原価
　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　ア　昭和59年度以前に取得したもの………再調達原価
　　　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
　　イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　　取得原価が判明しているもの……………取得原価
　　　取得原価が不明なもの……………………再調達原価
　　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
　②　無形固定資産………………………………原則として取得原価
　　　ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

(2)　有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
　①　満期保有目的有価証券……………………償却原価法
　②　満期保有目的以外の有価証券
　　ア　市場価格のあるもの……………………会計年度末における市場価格
　　イ　市場価格のないもの……………………取得原価
　③　出資金
　　ア　市場価格のあるもの……………………会計年度末における市場価格
　　イ　市場価格のないもの……………………出資金額

(3)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　該当なし

(4)　有形固定資産等の減価償却の方法
　①　有形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法
　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　　建物　　10年～50年
　　　　　工作物　10年～30年
　　　　　物品　　5年～10年
　②　無形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法
　③　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引
      及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　　………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(5)　引当金の計上基準及び算定方法
　①　投資損失引当金（該当なし）
　　　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が
      著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。
　②　徴収不能引当金
　　　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、徴収
      不能見込額を計上しています。
　　　長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、
      徴収不能見込額を計上しています。
　　　長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討し）、
      徴収不能見込額を計上しています。
　③　退職手当引当金
　　　期末自己都合要支給額から、退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職
      手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち吉富町へ按分
      される額を加算した額を控除した金額を計上しています。
　④　損失補償等引当金（該当なし）
　　　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に
      規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。
　⑤　賞与等引当金
　　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、
      それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(6)　リース取引の処理方法
　①　ファイナンス・リース取引
　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　②　オペレーティング・リース取引
　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7)　連結資金収支計算書における資金の範囲
　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少なも

注　記
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    ので、流動性の高い投資をいいます。ただし、一般会計等においては、歳計現金等の保管方法として規定
    した預金等としています。）なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する
　　資金の受払いを含んでいます。

(8)　消費税等の会計処理
　　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
　　ただし、水道事業会計、下水道事業会計、京築水道企業団については、税抜方式によっています。

(9)　連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理
　　該当なし

２　重要な会計方針の変更等
(1)　会計方針の変更
　　なし

(2)　表示方法の変更
　　なし

(3)　連結資金収支計算書における資金の範囲の変更
　　なし

３　重要な後発事象
(1)　主要な業務の改廃
　　なし

(2)　組織・機構の大幅な変更
　　なし

(3)　地方財政制度の大幅な改正
　　なし

(4)　重大な災害等の発生
　　なし

４　偶発債務
(1)　保証債務及び損失補償債務負担の状況
　　なし

(2)　係争中の訴訟等
　　なし

５　追加情報
(1)　連結対象団体（会計）は以下のとおりです。
【全体財務書類対象（全部連結）】
　一般会計
　奨学金特別会計
　国民健康保険特別会計
　後期高齢者医療特別会計
　水道事業会計（法適用）
　下水道事業会計（法適用）　※１

【地方３公社（全部連結）】
　吉富町土地開発公社

【第３セクター等】
　株式会社ツクローネ吉富

【一部事務組合・広域連合（比例連結・団体名の後の数値は連結割合）】
　吉富町外一市中学校組合　６５％
　吉富町外１町環境衛生事務組合　４７．７３０８％
　豊前市外二町清掃施設組合　１９．９１３％
　京築広域市町村圏事務組合　一般会計　６．８００３％
　　　　　　　　　　　　　　広域圏消防特別会計　８．７２％
　京築地区水道企業団　３．４２％
　福岡県自治会館管理組合　３．２２６％
　福岡県市町村消防団員等公務災害補償組合　０．８９８８％
　福岡県自治振興組合　０．６６％
　福岡県介護保険広域連合　０．０１００６％
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　福岡県後期高齢者医療広域連合　０．１４％
　福岡県市町村職員退職手当組合　みなし連結　※２

　【連結に向けて検討中の団体】
　築上郡自治会館資産管理組合
　豊前市外二町財産組合
　上毛町外一市一町矢方池土木組合

　　連結の方法は次のとおりです。
　①　地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。
　　　平成３１年４月から公営企業法適用により、下水道事業会計も連結しています。（※１）
　②　一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。
　③　地方三公社は、すべて全部連結の対象としています。
　④　第三セクター等は、出資割合等が 50％を超える団体（出資割合等が 50％以下であっても業務運営
      に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象としています。
　⑤　その他
　　　福岡県市町村職員退職手当組合は、連結対象法人ですが、連結財務書類の賃借対照表に当該団体の
      持分相当の退職手当に係る基金または退職手当引当金を計上して退職手当組合を連結したものとみ
      なす、みなし連結を採用しています。
(2)　出納整理期間
　　地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納
    整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。　
　　なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、
　　出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

(3)　表示単位未満の取扱い
　　表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。
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